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衆議院国土交通委員会ニュース

平成 24.3.21 第 180 回国会第４号

3月 21日（水）、第４回の委員会が開かれました。

（質疑者及び主な質疑内容）

菅 原 一 秀君（自民）

・東京大学地震研究所の研究者は、首都圏でマグニチュー

ド７級の直下地震が４年以内に 70％の確率で起きる可

能性がある等の結果を発表したが、都市再生特別措置法

の改正を行うに当たりどの程度の規模の地震を想定して

いるのか。

・大規模地震時には、電話の不通や停電などにより情報通

信が困難になる状況が想定されるが、その対策は十分な

のか。

・既に首都圏では８つの駅で任意の協議会が設置されてい

るが、この協議会と本法律案による都市再生緊急整備協

議会はどのような関係になるのか。

穀 田 恵 二君（共産）

・宮城県の「被災地域の高速道路無料化措置の継続を求め

る意見書」にある要望に沿って、被災地域の高速道路無

料化措置を、国費により平成 24 年度も引き続き実施し、

ボランティアの車両についても、引き続き無料化措置を

実施するべきだと考えるが如何か。

・都市再生緊急整備地域として指定されている、帰宅困難

者による大混乱が想定される防災上重要な地域について

は、都市再生安全確保計画の作成を義務付けるべきでは

ないのか。また、都市再生緊急整備協議会への鉄道事業

者及び大規模集客施設の所有者の参画についても義務付

けるべきではないのか。

・内閣府及び東京都が設置した「首都直下地震帰宅困難者

等対策協議会」において災害弱者、特に障がい者のため

の対策が議論されているのか。また、災害弱者が協議会

の構成員となるなどの対応の必要があるのではないか。

富 田 茂 之君（公明）

・都市再生緊急整備地域に指定されていない地域の中にも、

多数の帰宅困難者の発生が想定される地域がある。また、

首都圏における主要な駅などでは、既に鉄道事業者が自

ら地方公共団体等と協議し、一時滞在者対策を検討中で

ある。本法律案における都市再生安全確保計画の作成な

どは、都市再生緊急整備地域を前提とするのではなく、

より帰宅困難者対策の実態に即したこれらの主要駅に

おける取組を中心に制度設計することが重要ではない

か。

・新宿区や豊島区など地方公共団体の取組に比べて、国の

支援の予算 4.9 億円は少なく思われる。これは何をする

ためのものなのか。

黒 田 雄君（民主）

・帰宅困難者対策について、災害対策基本法に基づく防災

基本計画や地域防災計画において位置付けられる対策と、

本法律案に基づく対策との関係はどうなっているのか。

・本法律案に基づく帰宅困難者対策において、子供や高齢

者、障がい者などの災害弱者に対し、どのような配慮が

なされるのか。また、帰宅困難者が子供と連絡が取れな

い場合なども想定されるが、帰宅困難者の家族に災害弱

者がいる場合も含め、どう取り組むのか。

田 中 康 夫君（国民）

・本法律案の対象となるのは、都市再生緊急整備地域であ

るが、対象地域以外に帰宅困難者対策を広めていくため

の工程表についてどのように考えているか。

１ 都市再生特別措置法の一部を改正する法律案（内閣提出第 22 号）

・前田国土交通大臣、後藤内閣府副大臣、吉田国土交通副大臣、津島国土交通大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を

行い、質疑を終局しました。

・採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、社民、みんな、国民）

・小泉俊明君外３名（民主、自民、公明、国民）から提出された附帯決議案について、金子恭之君（自民）から趣旨説

明を聴取しました。

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、社民、みんな、国民）



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

詳細な内容については会議録を御参照ください。
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・備蓄倉庫の整備や物資の供給等には、綿密な計画が必要

であると考えるが、現在具体的にはどのような計画が検

討されているのか。

中 島 隆 利君（社民）

・本法律案は大地震以外の災害へも対応したものとなって

いるのか。もし大地震のみを想定しているのならば、台

風や集中豪雨等の災害への対策も検討しなければならな

いと思うが、どのように考えるか。

・本法律案の退避施設と災害対策基本法による避難所とは

どのように違うのか。民間の建物が退避施設となった場

合、公表されることとなるのか。

柿 澤 未 途君（みんな）

・本法律案の対象である都市再生緊急整備地域から、池袋

のような利用者数の多い駅が外れているが、こうした地

域への対応も必要ではないのか。今後、都市再生緊急整

備地域を拡大していくのか。

・退避施設へ受け入れ可能な人数以上が退避した際、誰が

処分権者となって備蓄物の配布等を行うのか。都市再生

緊急整備協議会ということであれば、緊急時にうまく機

能するのか。


